
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成29年4月1日現在の人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

[　　　実施　　　未実施　　　]

②その他の見直し内容

[　　　実施　　　未実施　　　]

（注）１　

（注）２

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差に
よる影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数である。

類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

区　　分

有田市の給与・定員管理等について

28年度の人件費率

実質収支 人件費率 （参考）

（29年度末）

住民基本台帳人口

　　　　　　％

14,746,725

歳出額　

Ａ

人件費

Ｂ／Ａ

28,584 13.9

(参考）類似団体平均

Ｂ

一人当たり

2,044,837652,989

　　　　　千円

1人当たり給与費　　　　　計　　　　Ｂ　期末・勤勉手当 　給与費　Ｂ／Ａ　　

職員数

給　 料

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均１．９％引き下げ。
　　　　激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

（見直し時期）平成２７年４月１日
（内容）単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。

　　　　　　　　　　　千円

5,7621,462,369

　　　　　千円

給与費

　　　　　　％ 　　　　　　　千円

16.9

5,646

千円

955,554

国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされ
ている。

　　　　　　　　千円

371,128135,687

【概要】

千円

職員手当

29年度
人

　　　　　　Ａ

千円千円

29年度

259

人　

区　　分

(H29.4.1)

97.7

(H29.4.1)

97.6

(H29.4.1)

99.1(H30.4.1)

97.8

(H30.4.1)

97.7

(H30.4.1)

99.1(H27.4.1)

97.7 (H27.4.1)

97.0

(H27.4.1)

98.7(H28.4.1)

97.0
(H28.4.1)

97.7

(H28.4.1)

99.1

90

95

100

105

110

有田市 類似団体平均 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（３０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

円 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

1

2

3

4

　　　　③税務職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　④福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑤消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑥看護保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

１

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方
公務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時
間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

（注） 「平均給料月額」とは、３０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

有田市

類似団体 41.8

有田市

41.3

42.3

和歌山県

国

区分 平均年齢

-

315,072

―
361,695 -

336,786

-
-

287,614

（国比較ベース）

-
333,142

公務員

328,637

280,198

328,427

－

平均給与月額

340,363

378,254

平均給与月額

349,971

－

（国比較ベース）

279,920

C/D

参　　　　考

286,817

平均給料月額

平均給与月額

平均給与月額

352,096

-

（国比較ベース）

-

平均給与月額

－

-

286,541

平均給与月額

301,125

（国比較ベース）

359,821

平均給与月額

314,538

国 43.5

309,835

330,949

平均給料月額

412,871

―

職員数

参　考公　　務　　員

329,845 410,940

350,701

（B）

民　　間

対応する民間の
類似職種

384,959

平均年齢平均給料月額
平均給与月額

-

平均給与月額

1.58

319,159

（A)

　　　　　　区　　分
平均年齢

平均給与月額

（国比較ベース）

305,548

38.6 276,308

国

40.8

区分

36.1

322,464

320,757

区分

332,355

370,590

平均給与月額

（国比較ベース）
平均年齢

38.2

43.7和歌山県

41.5有田市

類似団体

50.7歳

5,298,240 3,357,133

43.0

34人

15人 306,698

（注）

国

民間

類似団体

平均年齢

281,043

平均給料月額

有田市 39.9

288,101

有田市

55.3歳

年収ベース（試算値）の比較

335,820321,8605人

51.2歳

2553人

56.2歳

330,092

（C） （D）

区分

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉
手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

有田市の技能労務職は給食調理員兼用務員のみである。

区　　　分

平均給与月額

1.34

--
調理員 43.1歳

-
251,133

-

306,948

319,448

－

A/B

338,437

平均給料月額

－

359,422

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成27年～29年の3ヶ年平均）

平均給与月額

362,036

358,348類似団体

47.2

39.2 313,264

平均年齢 平均給料月額

国

有田市

42.7

類似団体

区分 平均年齢

－

国

類似団体

有田市

350,632

309,812

360,745 437,777

330,251 382,816

315,014
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(2) 職員の初任給の状況（３０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（３０年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（３０年４月１日現在）

（注）１　有田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

円 円

副主任

416,233

347,375

構成比

387,175

経験年数２５年

－

179,200

経験年数３０年

147,100

382,420

　　　　　　　　％

380,600

円

31.2

392,200

７　　級 部長

次長
参事 0

２　　級

247,100

区　　分

　　　　　　　　人

主任

　　　　　　　　人

円

１号給の給料月額

４　　級

－

有田市

円

円

179,200

151,500

－

327,150

　　　　　　　　人

29

６　　級

１　　級

区　　　分

147,100

国

354,033

職員数

－
149,200

経験年数２０年

和歌山県

－

4

0.0

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

14.9

2.6

23

392,600

362,300 362,300

円 円

318,500

主事
技師

中　学　卒

一般行政職 大　学　卒

高　校　卒

147,100

－

経験年数１０年

247,675

高　校　卒

211,100

中　学　卒

課長
主幹

５　　級

３　　級

技能労務職 高　校　卒

区　　　         分

大　学　卒

技能労務職

一般行政職

高　校　卒

　　　　　　　　人

－
－

　　　　　　　　％

11.718

48

標準的な職務内容

係長
主査

－

32

　　　　　　　　人

－

228,900

　　　　　　　　人

最高号給の給料月額

192,700

円

349,600

円

－

20.8

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

142,600

－

185,800

18.8

288,000

303,800

262,000

円

円

円

円

１級

20.8%
１級

20.1% １級

10.7%

２級

11.7%
２級

8.7%
２級

8.7%

３級

18.8%
３級

22.8%
３級

24.8%

４級

31.2%
４級

30.2% ４級

34.2%

５級

14.9%
５級

15.4%
５級

16.1%

６級

0.0%

６級

0.0%
６級

2.0%

７級

2.6%
７級

2.7%
７級

3.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成３０年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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　 (2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　（３０年４月１日現在）

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

国10級

有田市（H30）

国家公務員（H30)

（百円）

給

料

月

額

昇 給

平成30年４月１日時点

国９級

国８級

国７級

国６級

国５級

国４級

国３級

国２級

国１級

市１級

市３級

市２級

市５級

市４級

市７級

市６級
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(2) 昇給への人事評価の活用状況

イ 人事評価を活用している

ロ

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

役職加算　５～１５％ 役職加算　５～２０％   管理職加算　１０～２０％ 役職加算　５～２０％   管理職加算　１０～２５％ 

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○　勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

イ 人事評価を活用している

ロ

(2) 退職手当（３０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　　自己都合　　　　      応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　なし　　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２９年度に退職した職員に支給された平均額である。 

(3) 地域手当（３０年４月１日現在）

％ 人 ％

支給実績がある
成績率

上位、標準、下位の成績率 ○

標準、下位の成績率

国

昇給実績がある
区分

昇給可能な
区分

0.85 0.85

昇給可能な
区分

47.7090

標準の成績率のみ（一律）

2.60

（1.45）

1.80

支給実績がある
成績率

支給可能な
成績率

○

　活用している成績率
支給可能な

成績率

○

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算）

支給対象地域

2.60

（1.45）

47.7090

定年前早期退職特例加算（２～４５％）

2.60

上位、標準の成績率

24.586875

47.7090

支給実績（２９年度決算）

47.709039.7575

1.80

28.0395

24.586875

有　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

管理職員

10,276 340

（1.45）

定年前早期退職特例加算（２～４５％）

28.0395

○

国

　円

47.7090

　活用している昇給区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

一般職員

47.7090

1,411

33.270750

39.7575

33.270750

有 田 市

19.6695

1,667

和 歌 山 県

平成３０年度中における運用

人事評価を活用していない

平成３０年４月２日から平成３１年４月１日
までにおける運用

上位、標準の区分

0.85

（29年度支給割合）

上位、標準、下位の区分 ○

人事評価を活用していない

1.80

○ ○

千円

19.6695

管理職員 一般職員

昇給実績がある
区分

○

支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

千円238

79,333

和歌山市 6 3 6
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 (4) 特殊勤務手当（３０年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

1,094

２時間未満

194

291

防災航空隊での勤務

月額２，０００円

月額３０，０００円

５時間以上

救急救命士の資格を有する者の
救急業務

389

１日４００円

0

944

360

日額５００円

月額７，５００円

日額５００円

80

日額３００円

１日５００円

１日７００円

月額８，０００円

月額１，５００円

0

支給実績（29年度）

1

22

360

0

0

1,296

日額５００円

一般行政職
技能労務職

407

　災害の発生した現場若しくは発
生するおそれのある現場での作
業及び巡回監視

　気象警報発令下における災害
の発生に備えての警戒及び広
報、通報受信並びに各施設の安
全確保

産業医及び衛生管理者

浄化槽の管理

１回４００円

221

支給実績（29年度決算） 41,016

夜間特殊勤務手当 消防職

消防職

0

消防職

防災航空隊勤務手当

２時間以上５時間未満

一般行政職

全職種

一般行政職

廃棄物処理、運搬

消防職

保育士

し尿の運搬

深夜の消防署での受付及び通信業務

消防職

保育所での勤務

普通車両の運転

特殊車両の運転

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

訪問調査指導手当

危険手当

一般行政職

地籍調査業務

全職種

滞納整理手当

技能労務職

医師
看護保健職

全職種地籍調査手当

手当の種類（手当数）29年度

手当の種類（手当数）30年度

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

手当の名称

5,362支給実績（29年度決算）

出動1回１，０００円

月額３，０００円

270

16

相談１件５００円

日額３００円

市税、国民健康保険税の滞納整
理業務

主な支給対象職員 主な支給対象業務

保育士手当

機関員手当

救急業務手当

非常出動時の河川等での潜水
作業

左記職員に対する支給単価

日額３００円

15

41.4

40,945

15

防疫上患者の収容、消毒、その
他感染症に感染の危険がある場
所での勤務

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

生活保護世帯訪問調査

支給実績（28年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

50,585
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(6) その他の手当（３０年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

8,920

16,867

320,844

0

104,688

360,000

円

支給職員１人当たり

平均支給年額

（29年度決算）

支給実績

（29年度決算）

11,147

千円

27,377 244,438

293,342

国の制度と
異なる内容

44,600

360

3,350

0

同じ

10,267
休日に勤務した者で１時間あたり給与額に１３５／１０
０を乗じた額

383,341

国の制度
との異同

同じ

夜勤手当

手　当　名

休日勤務手当

宿日直手当

単身赴任をしている者について、３０，０００円。
但し交通距離の区分に応じ、
100ｋｍ以上300ｋｍ未満　8,000円
300ｋｍ以上500ｋｍ未満　16,000円
500ｋｍ以上700ｋｍ未満　24,000円
700ｋｍ以上900ｋｍ未満　32,000円
900ｋｍ以上1,100ｋｍ未満　40,000円
1,100ｋｍ以上1,300ｋｍ未満　46,000円
1,300ｋｍ以上1,500ｋｍ未満　52,000円
1,500ｋｍ以上2,000ｋｍ未満　58,000円
2,000ｋｍ以上2,500ｋｍ未満　64,000円
2,500ｋｍ以上　70,000円
を加算

宿日直した者について、１日６，３００円、半日３，１５０
円

内容及び支給単価

配偶者　１０，０００円
子　　　　　８，０００円
それ以外の扶養親族　　　６，５００円
（　配偶者がいない職員の子１人目　１０，０００円、
　　子以外の扶養親族１人目　　　　　９，０００円　）
満１６歳から満２２歳までの子　　５，０００円加算

交通機関使用者
全額支給限度額　５５，０００円
最高支給限度額　５５，０００円

交通用具使用者
片道２ｋｍ以上５ｋｍ未満　　　　２，０００円
片道５ｋｍ以上１０ｋｍ未満　　　４，２００円
片道１０ｋｍ以上１５ｋｍ未満　　７，１００円
片道１５ｋｍ以上２０ｋｍ未満　１０，０００円
片道２０ｋｍ以上２５ｋｍ未満　１２，９００円
片道２５ｋｍ以上３０ｋｍ未満　１５，８００円
片道３０ｋｍ以上３５ｋｍ未満　１８，７００円
片道３５ｋｍ以上４０ｋｍ未満　２１，６００円
片道４０ｋｍ以上４５ｋｍ未満　２４，４００円
片道４５ｋｍ以上５０ｋｍ未満　２６，２００円
片道５０ｋｍ以上５５ｋｍ未満　２８，０００円
片道５５ｋｍ以上６０ｋｍ未満　２９，８００円
片道６０ｋｍ以上　３１，６００円

管理または監督の地位にある職員に対して、役職に
応じて給料月額の100分の12を超えない範囲で定額
を支給

通勤手当

管理職手当

単身赴任手当

借家の場合（家賃が１２，０００円を超える場合に限
る。）家賃の額に応じて２７，０００円を限度として支
給。

正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５
時までの間に勤務する職員に、勤務１時間につき１
時間当たりの給与額の２５／１００

同じ

住居手当

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

扶養手当
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５　特別職の報酬等の状況（３０年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

役職加算

役職加算

　（支給時期）

８１０，０００円×在職月数×０．４５ 円 　　任期毎

６８０，０００円×在職月数×０．２８ 円 　　任期毎

（注）　

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

議　会

総　務

税　務

農　水

商　工

土　木

民　生

衛　生

＜参考＞ 人口１万人当たり職員数　66人           

＜参考＞ 人口１万人当たり職員数　90人           

＜参考＞ 人口１万人当たり職員数　160人

           

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　３　教育長を含みます。

業務効率化による減

0

249,000

人事異動による増

420,000

　　（29年度支給割合）

（類似団体の人口１万人当たり職員数　97人）

14

263

7

平成30年

178

業務増による増

9

17

450,000

業務増による増

790,000

退職手当の「1期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月)勤めた場合における退職手当の見込み額である。

（算定方式）

給 料 月 額 等

450,000

[       623        ］

12

304,000

0

1

△ 1

14

0

議 員

副 市 長

市 長
副 市 長

副 議 長

420,000

議 長

市 長

16

一
般
行
政
部
門

12

48

3

259

教育部門 23

小　計

　計

公
営
企
業
等

　
　
　
会
計
部
門

その他

水　道

小　計

下水道

170病　院

消防部門 47

7

8

80

0

12 0

189

3

46 △ 2

985,000

500,000

450,000

人事異動による減

主 な 増 減 理 由

1

職 員 数

2

1

8

8

普
通
会
計
部
門

0

0

平成29年

1

4

人事異動による増

業務増による増

欠員補充による増48

82

24

10

業務増による増

（類似団体の人口１万人当たり職員数　74人）

22

200

9

191

[       623        ］ [     ０     ］

459

21

208

2

1

471

市 長

（参考）類似団体における最高／最低額

635,000810,000

264,000

680,000

　４．３０月分　　×　　(　　　給料月額　　　＋　　　給料月額　　　×　　　１５％　)

（１期の手当額）

　　（29年度支給割合）

　４．３０月分　　×　　(　　　報酬月額　　　＋　　　報酬月額　　　×　　　１５％　)

500,000

9,139,200

17,496,000

対前年
増減数

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

副 市 長

区 分

議 長

給
料

合　　計

報
酬

議 員

期
末
手
当

退
職
手
当

副 議 長
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(2) 年齢別職員構成の状況（３０年４月１日現在）

　

(3) 職員数の推移

（単位：人･％）

47

1

(4%)

191

48

189

20

263

189

16

47

～

-3

24

-2

440

200

259

459

208

22 23

30年

(4%)

(11%)

29年

36歳

(-4%)

26年

22

27年

2789

人

56歳

人

24歳

～

(-1%)

46

-4

計

58

人 人

47

190

未満

過去5年間
の増減数（率）

471436

一般行政職

23

31歳

　　　　　年度
部門別

職員数
2 14

182

251 258

412

20歳

～

23歳

人

25年

～

54

175

24

28歳 52歳

人 人

～～

194 182

47 47

48歳

～

3836 53

28年

471

人

32歳

39歳

～

人

40歳 60歳44歳

7

以上43歳

人

51歳 55歳

人 人

59歳

人

35歳

(-2%)

～

27歳

～

161

261

47歳

50

普通会計計

公営企業等会計計

総合計 455

188

教育

267

消防

区　分

20歳

0

5

10

15

20

25
構成比

５年前の構成比

%
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７　公営企業職員の状況

　(1)　病院事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

区　　分

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成29年3月31日現在の人数である。
      ３　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含まない。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（３０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（29年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

役職加算　５～１５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（３０年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した職員に支給された平均額である。

4,757

一人当たり

％　

28年度の総費用に占

292,417

24.58688

1,403

1,245,593

－

類似団体平均

　　　　　　Ｂ／Ａ

千円　

－

人　 千円　

54.9

める職員給与費比率

（参考）総費用に占める職員給与費

Ｂ　Ａ  

29年度

類似団体平均

千円　

－
事務職

－

（1.45）

45.0

663,069

276,472

看護師

255,715

501,700

事業者

1.80

有　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

（0.85）

1,514

市立病院

１人当たり平均支給額（29年度）

28.040

千円　

42.0

33.27075

平　均　年　齢

看護師

43.3

事務職

看護師

174

区　　　　　分

　　　　　　Ａ

給与費

実質収支

2,787,962

千円　

職員給与費比率

千円　

　　　　　計　　　　　Ｂ

(参考）類似団体平均

51.1

区　　分

　給与費　Ｂ／Ａ　　期末・勤勉手当給　 料

△ 198,698

％　　

職員数

千円　

326,809

千円　

職員手当

1,127,855

7,159 6,890

1人当たり給与費

千円　

純損益又は

1,531,891

47.70900

－医師

類似団体平均

－

331,678

定年前早期退職特例加算（２～４５％）

19.670

医師

38.4

－

47.709

事務職

医師

39.758

570,599

365,992

平均月収額

496,432

1,403,813

基本給

461,749

361,491

47.70900

42.9

39.3

324,084

有　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

－
－

１人当たり平均支給額（29年度）

2.60

011,079

29年度

総費用
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ウ　特殊勤務手当（３０年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

１時間　２，０００円

看護師資格手当

専門看護師
日本看護協会の認定を受けた看
護師

0 月額　２０，０００円

認定看護師 460 月額　１０，０００円

１回　２０，０００円

助産師 １回　５，０００円

管理職特別勤務手当

医師職 シフト上等、時間外において救
急医療・救急医療のため勤務を
命ぜられた管理職員

9,225 千円

１時間　４，０００円

医療技術職・看護保健職

他科手術手当 医師職
自分の担当する診療科以外の手
術を行った場合

200 １回　２０，０００円

分娩手当

医師職

分娩業務に従事したとき 675 千円

入院患者受持手当 医師職
入院患者を受け持っている件数
に応じて支給

7,252 １件　２，０００円

自科手術手当 医師職
自分の担当する診療科の手術を
行った場合

9,085 １回　５，０００円

オンコール待機手当

医師職
時間外において救急医療・緊急
医療のため待機をした職員

1,375 １回　２，５００円

医療技術職・看護保健職 4,299
平日１回　１，５００円
休日１回　２，０００円

１件　２，０００円

受入救急患者が入院した場合、
１件につき３，０００円を加算する

2,511 １件　３，０００円

医療技術職・看護保健職

通常勤務時間外、救急患者受入
を命ぜられた職員（ただし、救
急・患者急変等で緊急呼出を命
ぜられた職員は除く）

4,270 1件　２，０００円

看護保健職 7 １回　１，０００円

救急診療手当

医師職

平日午前11時30分から午後5時
15分までに救急患者の受付を行
い、救急患者を受け入れた職員
及び通常勤務時間外、救急患者
受入を命ぜられた職員（ただし、
救急・患者急変等で緊急呼出を
命ぜられた職員は除く）

8,912 １件　３，０００円

救急自動車で搬送された患者を
受入れた場合に支給または、加
算する

1,310

救急勤務手当 医師職 救急勤務を命ぜられた職員 6,775 月額　２５，０００円

救急車同乗手当

医師職
患者搬送のため、救急自動車へ
同乗した職員

130 １回　２，０００円

緊急呼出手当

医師職
救急・患者急変等で緊急呼出を
命ぜられた職員

510 １回　１０，０００円

医療技術職・看護保健職 2,042 １回　２，０００円

医師インセンティブ手当 医師職 診療 64,864 月額　給料月額の５０／１００

研究手当 医師職 診療 47,345
月額１５５，０００円～

　　　　　月額２１５，０００円

看護保健職
看護保健職等

放射線室での勤務を命ぜられた
職員

59 日額　１００円

産業医及び
衛生管理者手当

医師職・看護保健職 相談１件 0 １回　５００円

支給実績（29年度）

放射線室への配属を命ぜられた
職員

144 月額　３，０００円

感染危険手当 全職種
感染症患者の治療、看護、その
他感染の危険がある場所で勤務
することを命ぜられた職員

0 日額　５００円

主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

放射線取扱手当

放射線技師

手当の名称

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算） 1,199,335

支給実績（２９年度決算）

91.3

193,093

職員全体に占める手当支給職員の割合（２９年度）

21

11



千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円事務職 0 １回　１０，０００円

医療技術職 0 １回　５，０００円

看護保健職 0 １回　２０，０００円

在宅医療手当 医師職
医師が院外へ訪問し、在宅医療
業務に従事したとき

14 日額　１，０００円

災害時派遣手当
【ＤＭＡＴ隊員】

医師職

災害現場への派遣を命ぜられた
職員
なお、ＤＭＡＴ隊員においては、
１００分の２００を乗じて得た額と
する

0 １回　１０，０００円

年末年始勤務手当 全職種
１２月２９日から翌年１月３日まで
の間に勤務を命ぜられた職員

1,971 １勤務　４，５００円

在宅医療手当
医療技術職

（理学・作業療法士）

理学療法士及び作業療法士が
院外へ訪問し、機能訓練業務に
従事したとき

481 日額　３００円

勤務体制調整手当 看護保健職
看護基準を満たすため、変則勤
務を命ぜられた職員

0 １回　５００円

夜間看護手当 看護保健職

正規の勤務時間の勤務で、深夜
における看護等の業務

４時間以上である場合 9,659 １回３，３００円

４時間未満である場合 9,518 １回２，９００円
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エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

オ　その他の手当（３０年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

円

管理職手当
管理または監督の地位にある職員に対して、役職に
応じて給料月額の100分の12を超えない範囲で定額
を支給

同じ 18,411 497,595

78,084千円

338

40,993

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

交通用具使用者
片道２ｋｍ以上５ｋｍ未満　　　　２，０００円
片道５ｋｍ以上１０ｋｍ未満　　　４，２００円
片道１０ｋｍ以上１５ｋｍ未満　　７，１００円
片道１５ｋｍ以上２０ｋｍ未満　１０，０００円
片道２０ｋｍ以上２５ｋｍ未満　１２，９００円
片道２５ｋｍ以上３０ｋｍ未満　１５，８００円
片道３０ｋｍ以上３５ｋｍ未満　１８，７００円
片道３５ｋｍ以上４０ｋｍ未満　２１，６００円
片道４０ｋｍ以上４５ｋｍ未満　２４，４００円
片道４５ｋｍ以上５０ｋｍ未満　２６，２００円
片道５０ｋｍ以上５５ｋｍ未満　２８，０００円
片道５５ｋｍ以上６０ｋｍ未満　２９，８００円
片道６０ｋｍ以上　３１，６００円

9,604

通勤手当

交通機関使用者
全額支給限度額　５５，０００円
最高支給限度額　５５，０００円

同じ 10,229

支給実績

住居手当
借家の場合（家賃が１２，０００円を超える場合に限
る。）家賃の額に応じて２７，０００円を限度として支
給。

同じ 308,976

（29年度決算）

扶養手当

配偶者　１０，０００円
子　　　　　８，０００円
それ以外の扶養親族　　　６，５００円
（　配偶者がいない職員の子１人目　１０，０００円、
　　子以外の扶養親族１人目　　　　　９，０００円　）
満１６歳から満２２歳までの子　　５，０００円加算

同じ 15,161 232,948

支給実績（29年度決算） 48,345

一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる

内容

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

支給実績（28年度決算）

内容及び支給単価

正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５
時までの間に勤務する職員に、勤務１時間につき１
時間当たりの給与額の２５／１００

宿日直手当 同じ

夜勤手当

単身赴任手当

手　当　名 （29年度決算）

支給職員１人当たり

380

360,000

平均支給年額

同じ 152,469

宿日直した者について、１日６，３００円、半日３，１５０
円

同じ

単身赴任をしている者について、３０，０００円。
但し交通距離の区分に応じ、
100ｋｍ以上300ｋｍ未満　8,000円
300ｋｍ以上500ｋｍ未満　16,000円
500ｋｍ以上700ｋｍ未満　24,000円
700ｋｍ以上900ｋｍ未満　32,000円
900ｋｍ以上1,100ｋｍ未満　40,000円
1,100ｋｍ以上1,300ｋｍ未満　46,000円
1,300ｋｍ以上1,500ｋｍ未満　52,000円
1,500ｋｍ以上2,000ｋｍ未満　58,000円
2,000ｋｍ以上2,500ｋｍ未満　64,000円
2,500ｋｍ以上　70,000円
を加算

360

21,682 486,325

9,974
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 (2)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

区　　分

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成30年3月31日現在の人数である。
      ３　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含まない。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（３０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（29年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

役職加算　５～１５％

（注）　　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（30年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　　退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　特殊勤務手当（30年4月1日現在）

千円

　円

　％

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

Ｂ　

378,189

基本給

　　　　千円

412,359

質収支

Ａ  

有　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

1,505

１人当たり平均支給額（29年度）

44.2

支給実績（28年度決算）

47.70900

511,425

-

１人当たり平均支給額（29年度）

19.670

754支給実績（28年度決算）

-

47.70900

支給実績（29年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

定年前早期退職特例加算（２～４５％）

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

0 0

47.709

0

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

33.27075

-

375

24.58688

千円

1,640

千円

8,444

555,16348.6

（0.85）

類似団体平均

給　 料 職員手当 　　　　　計　　　　　Ｂ

35,039

111,434

区　　　　　分

千円

水 道 事 務 所

類 似 団 体 平 均 341,066

6

有　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

千円

期末・勤勉手当

2,839

平均月収額

1.80

職員給与費総費用

29年度

総費用に占める

9.1

28.040

39.758

(参考）類似団体平均

　給与費　Ｂ／Ａ　　 1人当たり給与費

　　　　　　　　千円

29年度

　　　　　　Ａ

人

平　均　年　齢

区　　分

純損益又は実

6,1485,840

　　　　　　　　　　　千円

給与費

2.60

職員数

35,039

千円　

28年度の総費用に占

（1.45）

職員給与費比率

251

8.5

める職員給与費比率

％　

　類似団体平均

一人当たり

　　　　　　Ｂ／Ａ

9,878

千円　 ％　　　　

23,756

125

手当の種類（手当数）

（参考）
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オ　その他の手当（30年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

円24,625

交通用具使用者
片道２ｋｍ以上５ｋｍ未満　　　　２，０００円
片道５ｋｍ以上１０ｋｍ未満　　　４，２００円
片道１０ｋｍ以上１５ｋｍ未満　　７，１００円
片道１５ｋｍ以上２０ｋｍ未満　１０，０００円
片道２０ｋｍ以上２５ｋｍ未満　１２，９００円
片道２５ｋｍ以上３０ｋｍ未満　１５，８００円
片道３０ｋｍ以上３５ｋｍ未満　１８，７００円
片道３５ｋｍ以上４０ｋｍ未満　２１，６００円
片道４０ｋｍ以上４５ｋｍ未満　２４，４００円
片道４５ｋｍ以上５０ｋｍ未満　２６，２００円
片道５０ｋｍ以上５５ｋｍ未満　２８，０００円
片道５５ｋｍ以上６０ｋｍ未満　２９，８００円
片道６０ｋｍ以上　３１，６００円

通勤手当

交通機関使用者
全額支給限度額　５５，０００円
最高支給限度額　５５，０００円

同じ 197 千円

扶養手当

配偶者　１０，０００円
子　　　　　８，０００円
それ以外の扶養親族　　　６，５００円
（　配偶者がいない職員の子１人目　１０，０００円、
　　子以外の扶養親族１人目　　　　　９，０００円　）
満１６歳から満２２歳までの子　　５，０００円加算

同じ 786 196,500

住居手当
借家の場合（家賃が１２，０００円を超える場合に限
る。）家賃の額に応じて２７，０００円を限度として支
給。

同じ 246 123,000

（29年度決算）

平均支給年額（29年度決算）

支給実績 支給職員１人当たり
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる

内容
内容及び支給単価

管理職手当
管理または監督の地位にある職員に対して、役職に
応じて給料月額の100分の12を超えない範囲で定額
を支給

同じ 1,236 412,000

手　当　名
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